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竹原市総務文教委員会

令和７年２月２０日開会

会議に付する事件

（付託議案）

１ 議案第 ９号 福山市と竹原市との間における連携中枢都市圏形成に係る連携協約

の変更について

２ 議案第１２号 竹原市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案

３ 議案第１３号 竹原市税条例及び竹原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に

関する条例の一部を改正する条例案

４ 議案第１４号 竹原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案

５ 議案第１５号 竹原市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例案

６ 議案第１９号 竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び竹原市職員の育児

休業等に関する条例の一部を改正する条例案

７ 議案第２０号 令和６年度竹原市一般会計補正予算（第８号）

８ 議案第２２号 令和６年度竹原市貸付資金特別会計補正予算（第１号）

（その他）

１ 令和７年度組織体制について（企画政策課）

２ 閉会中の継続審査の申出について
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（令和７年２月２０日）

出席委員

委員外議員出席者

職務のため会議に出席した者は、下記のとおりである

議会事務局長 笹 原 章 弘

議会事務局係長 木 原 昌 伸

氏 名 出 欠

堀 越 賢 二 出 席

村 上 ま ゆ 子 出 席

松 本 進 出 席

道 法 知 江 出 席

大 川 弘 雄 出 席

川 本 円 出 席

高 重 洋 介 出 席

氏 名

下 垣 内 和 春
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説明のため会議に出席した者は、下記のとおりである

職 名 氏 名

副 市 長 新 谷 昭 夫

総 務 部 長 向 井 直 毅

企 画 部 長 國 川 昭 治

総 務 課 長 品 部 義 朗

財 政 課 長 大 川 真 功

税 務 課 長 向 井 聡 司

危 機 管 理 課 長 岡 元 紀 行

企 画 政 策 課 長 宮 川 ゆかり
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午前９時５３分 開会

委員長（堀越賢二君） おはようございます。

本日の進行ですが、通常の委員会審査のとおり、議案提出課からの説明を受け、質疑応

答の後、質疑を一旦保留として委員間討議を行います。委員間討議の結果を踏まえ、質疑

の再開もしくは質疑を終結し、討論・表決と考えております。

なお、発言に当たっては、挙手の上、委員長の許可を得た後、マイクを使用して発言し

ていただきますようよろしくお願いいたします。

以上の進行方法により会議を進めてまいりますので、御了承のほどよろしくお願いいた

します。

ただいまの出席委員は７名であります。定足数に達しておりますので、令和７年第１回

定例会の総務文教委員会を開会いたします。

本日、当委員会に付託を受けております案件は、付託議案等一覧表に記載のとおりであ

ります。

副市長から発言の申出がありましたので、これを許可いたします。

副市長。

副市長（新谷昭夫君） 皆さん、おはようございます。

本日は、令和７年第１回定例会へ提案をさせていただいております議案のうち、議案第

９号外７議案につきまして御説明をさせていただきます。慎重な御審議のほどどうぞよろ

しくお願い申し上げます。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより議事に入ります。

本委員会に付託された諸議案について、執行部の説明を受けてまいります。

審査の順序につきましては、付託議案審査順序のとおり行ってまいりたいと思います

が、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） 異議なしと認め、そのように執り行います。

なお、執行部からの説明は、以後座ったままで行っていただいて結構です。

議案第１２号竹原市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案を議題としま

す。

提案者の説明を求めます。
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総務課長。

総務課長（品部義朗君） それでは、議案第１２号の竹原市職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例案について御説明をさせていただきます。

別紙資料により説明をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

まず、１の要旨のところでございますけれども、令和６年８月８日に国家公務員の給与

に関する人事院勧告を踏まえまして、国及び近隣自治体の状況を鑑みまして、人事院勧告

に沿って竹原市職員の給与に関する条例等の一部改正を行うものでございます。

２番目の人事院勧告の内容につきましては、令和７年４月から実施します給与制度のア

ップデートに係るものでございます。

この給与制度のアップデートにつきまして、基本的な考え方としましては、人材の確保

あるいは組織のパフォーマンスの向上あるいはライフスタイルとかワークスタイルの多様

化、このような課題に対応するものでございます。

では、１番目の給与の最低水準の引上げ等についてでございますけれども、給与表につ

きまして、各号の前当たり近辺の号数をカットしまして、各給与の諸号の額を引き上げる

ということに伴いまして、若手あるいは中堅優秀者の早期の昇格とか、あるいは民間人材

の採用の給与を改善するという内容になっております。

２番目の扶養手当の見直しについてでございますけれども、まず、扶養手当というもの

につきましては、配偶者あるいは子供等の扶養親族にある職員に対して支給する手当とな

っておりまして、配偶者の働き方における社会状況の変化に対応するとともに、子を有す

る職員に対する生計費の補填を充実させるということで、段階的に配偶者に係る手当を廃

止しまして、子に係る手当を１万３，０００円まで引き上げるというような内容になって

おります。

続きまして、（３）番目の地域手当の大くくり化ということについてなのですけれど

も、まずは、地域手当というものにつきましては、首都圏あるいは都市部での物価の高い

地域に勤務する職員に対して支給する手当となっております。

今回の改正の内容としましては、支給単位が、これまで市町村単位であったものが都道

府県単位という形で広域化されたということ、それで、級地の区分というのが、これまで

７級地で分けられていたのを５級地という一部の区分に新分化されたこと、あるいは級地

の見直しの期間というのが、これまで１０年ごとの見直しだったものが３年間に短縮され

たというような内容になっております。
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４番目の通勤手当の引上げということにつきましては、新幹線通勤あるいは遠距離通勤

という自己負担を解消するために、最低支給の限度額を非課税の最高限度額１５万円まで

に引き上げまして、この範囲で新幹線等の特急料金については全額支給できるような形に

なっております。

それと、あと５番目の管理職員特別勤務手当の支給対象の拡大についてでございますけ

れども、管理職員特別勤務手当という内容につきましては、管理職手当とは別に、管理職

員が緊急あるいは臨時的に公務で出勤するということで、例えば休日もしくは年末年始の

休日あるいは週休日以外の時間に勤務した場合に支給する手当となっておりまして、この

あたりにつきましても、緊急対応の勤務実態に応じた適切な処遇を確保しようということ

に伴いまして、平日深夜に係る受給対象の時間帯というものにつきまして、これまで午前

０時から午前５時までであったものを、前日の午後１０時から翌日の午前５時までにする

とともに、支給対象職員の拡大を行っているものでございます。

６番目の再任用手当の支給範囲の拡大ということにつきましては、再任用職員の異動を

円滑化するために、地域手当の身分保障とか、あるいは研究員の調整手当あるいは住居手

当等々について、一般職員と同様に支給するというような内容になっております。

続きまして、３項目めの、それに対しての本市の対応についてでございますけれども、

まず、（１）番目の給料表の改定でございます。

こちらにつきましては、一般職給料表の３級以上につきまして、各級の初号付近の号数

を削除しまして、各級の初号の給与月額を引き上げるなど給料表を切り替えるものでござ

います。

詳細につきましては、下の表のとおりでございますけれども、例えば、３級主任主事級

の給与につきましては、現行の３級の表、給料表の号数につきましては１号から１１３号

までございます。このたびの改正によりまして、１から４号までの４号給が削除されるこ

とに伴いまして、現行の５号が改正後の１号になり、その結果、３級の給料の号数が１号

から１０９号というような形になっております。

同様に、４級・５級・６級・７級につきましても、４級と５級につきましては、１号か

ら８号給を削除しまして、６級につきましては１号から１２号、７級につきましては１号

から１６号削除することなど給料表を切り替えるというふうな内容になっております。

次のページをお願いいたします。

２番目の扶養手当についてでございます。
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扶養手当につきましては、段階的に配偶者に係る扶養手当を廃止するとともに、子に対

する扶養手当の額を１万３，０００円まで引き上げる内容となっております。

配偶者につきましては、令和７年度につきましては３，０００円、令和８年度以降廃

止、子につきましては、１５歳未満の場合でいきますと、令和７年度につきましては１万

１，５００円、令和８年度以降は１万３，０００円となります。

次に、３番目の地域手当についてでございますけれども、本市におきましては、これま

で、他の地方公共団体との人事交流あるいは広島県後期高齢者医療広域連合あるいは広島

中央環境衛生など、いわゆる広域行政の業務派遣等により、広島市及び東広島市に勤務す

る職員に対して、給与月額と扶養手当の合計額をそれぞれ１０％及び３％支給しておりま

したけれども、令和７年４月１日から市内で勤務する職員に対しても、令和７年度は

２％、令和８年度以降は４％支給するというふうな内容になっております。

４番目の通勤手当についてでございます。

こちらにつきましては、１か月当たりの支給限度額を１５万円まで引き上げるととも

に、新幹線鉄道に係る特例について、新たに給料表の適用を受けることとなった者に対し

て通勤手当を支給するものでございます。

５番目の内容につきましては、これまで現行のところを見ていただきますと、在来線相

当額については上限５万５，０００円、特急につきましては上限２万円の２分の１相当額

という形になってましたけれども、これらが一緒になりまして、上限１５万円まで合計額

として支給できる内容となっております。

あと、５番目の単身赴任手当につきましても、採用日から新幹線等に係る通勤手当と一

緒に単身赴任手当も支給することが可能になったということで、例えば育児あるいは介護

の事情により転居した職員に対しても、新幹線に係る通勤手当と合わせて一人単身赴任手

当も支給できるというふうになっております。

６番目の管理職員特別勤務手当につきましては、管理職員が災害への対応、その他臨時

的な勤務をせざるを得ない状況になったときに支給する手当についてなのですけども、こ

ちらにつきましても、平日の午後１０時から翌日の午前５時までの支給に係る勤務時間を

拡大するというふうな内容でございます。

最後、７番目の再任用職員の住居手当につきましては、これは一般職員と同様に、再任

用職員に対しても住居手当を支給するものでございます。

４番目の改定に伴う経費がどれぐらいになるのかということなのですけども、こちらに
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つきましても、地域手当につきましては、令和７年度２％の影響額につきましては３，３

２４万７，０００円、そのうち、会計年度任用職員につきましては１，４２４万２，００

０円となっております。扶養手当の影響額につきましては、いわゆる配偶者の部分が減額

される部分と子に対する部分が増額されるのを相殺しまして１３６万８，０００円の影響

額となっておりまして、こちらの経費につきましては、一応、令和７年度の予算に計上さ

せていただいているというところでございます。

最後に、今回の人事院勧告に伴いまして、関連条例を一緒に改正させていただいており

ます。

その内容につきまして、まず、（１）番目のパートタイム・会計年度任用職員に対して

も地域手当を支給するということになりましたので、竹原市パートタイム会計年度任用職

員の報酬、期末手当、勤勉手当及び費用弁償に関する条例、（２）番目のパートタイムの

会計年度任用職員につきまして、来年は改正することに伴いまして、語学指導等を行う外

国青年の報酬等に関する条例、あとは、国家公務員の一般職の給与に関する法律が改正さ

れたことに伴いまして地方公務員法の一部改正が伴いましたので、その引用条項を整備す

るために竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例あるいは公益社団法人等への竹原市

職員の派遣等に関する条例、合わせて４法を一緒に改正させていただくものでございま

す。

６項目めの施行期日につきましては令和７年４月１日となります。

議案第１２号につきましては以上でございます。よろしくお願いをします。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

川本委員。

委員（川本 円君） １点だけ確認させてください。

先ほど御説明いただいた２ページのところの改定所要額の地域手当の２％の影響額のと

ころなんですが、これは令和７年度分が２％ということなので、この金額が出てます。次

を見ると、令和８年度以降につきましては４％、結局、単純でいうと倍になってるわけな

のですが、恐らく、この影響額も、この金額の掛ける２倍になるというふうな感覚でよろ

しいのでしょうか。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。
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総務課長（品部義朗君） そのとおりでございます。

委員（川本 円君） ありがとうございます、結構です。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

道法委員。

委員（道法知江君） 関連になるかもしれませんけど、改定所要額ということで影響額の

ところなんですけれども、全職員に対して地域手当が必要とされる職員の数は、影響額に

対して、うち会計年度任用職員の数も併せて出して――分かる範囲で結構なんですけれど

も、教えていただければと思います。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） 今回、地域手当の導入につきましては、これは全職員対象にな

るということで、今現在、こちら側で積算させていただいている部分につきましては、全

体で５６４人になります。そのうち、いわゆる常勤の部分の職員につきましては２６３

名、会計年度任用職員については３０１名という形で積算をさせていただいております。

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 地域手当が必要とされる職員の数というのが半数ぐらいは出ると思

います、以下ですけどね、おられるというこの現実と、それと、先ほど課長が説明をいた

だいた人材確保、パフォーマンスの向上につながるようにということではあると思うので

すけども、それについて、一般の市民の方たちは、物価高騰で非常に打撃を受けられてま

す。しかし、それなりに賃金が上がっていっているというのも、これは現実だと思うので

すけども、果たして、市の職員の正規の職員の方々が半数近く市外から通われているとい

う、この現実をどのように感じておられるのかなと思うので、一点お伺いさせていただけ

ればと思います。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） まず、今、道法委員さんの質問で言いました市の職員が市外か

らということでございますけれども、実際のところ、こちらのほうも、今、半数というこ

とだったんですけど、市外からの職員につきましては全体の２割程度でございます。

委員（道法知江君） 分かりました。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 職員さんの給与の部分は、以前から国家公務員の給与に関する人事
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院勧告を踏まえて、ずっとやってきましたね。人事院が上げだせば上げる、下げだすと下

がると。よそは、それに反発するまちもありましたけども、うちは、そういう専門的なも

のを持っておりませんので、必ずそれに従っていたという例があります。ですから、私

は、ずっとこういう方向でやってきたんですから、この部分については異議ありません。

ただ、通勤手当に対しては、そこまでは人事院勧告の部分に対して合わす必要があるの

かなという思いを持ってます。どうも通勤手当の部分は、新幹線であったり、遠距離のこ

とであるようですけども、これの狙いは、市外からの人材確保、パフォーマンスの向上と

いうふうに言われましたけども――言われてないのか、そういう方向の考え方なのでしょ

うか。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） こちらの通勤手当の部分のところにつきましては、どちらかと

いえば、ワークスタイルあるいはライフスタイルの多様化ということで、例えば、育児・

介護の関係で、どうしても転居をせざるを得ないと、そういう可能性も当然出てくる部分

もありまして、そういう部分に対しても支給できるようにということで、先ほどもちょっ

と説明が足りなかったかもしれないですけれども、育児あるいは介護、そういう事情によ

り、どうしても転居する可能性がある職員に対しては、新幹線で通勤できるような形で手

当を、そのような対応。実際に、今、このような感じで新幹線通勤してる職員はいません

けれども、今後のことを考えたら、そういう可能性もあるということで、今回は、人事院

勧告に沿って対応させていただいているというところでございます。

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 今回のことは初めてですからそうでしょうけども、トータルで使え

ば、遠くからの人材が確保できるという面でもあると思います。ある意味、パフォーマン

スの向上につながるということもあるのだと思うのです。

ただ、それは健全な財政がずっと続けられる確率の高い市であれば、裕福な市であれ

ば、大変それはすばらしいことと思うのですよ。法律的にも、憲法でも、どこに住んでも

いいんですから。ただ、今の竹原市にとっては、財政健全化をしながら皆さんの給与も

我々の報酬をカットして頑張ってきた経緯もあります。今からもうまくやっていかないと

いけないこともあると思うのです。いろんな面でもカット、カットとやってきましたね。

５％か、ずっとやってきましたけども、そういう厳しい会社はそうなるんです。
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そういった現状を踏まえると、ここに住んでいただくと、税金面でも、買物の面でも、

コミュニケーションでも大変プラスになるので、できれば、僕を含めて市民の方は、竹原

市の人材を登用してほしい、使ってほしいというふうに思ってます。それは、レベル的に

どうかというのを言われることを聞くこともありますけども、それは、将来的に教育の質

を向上して頑張ってもらってという方向でいけると思いますので、だから、どっちかとい

うと、給与面では人事院勧告でいいと思いますけども、通勤手当に対してはちょっと厳し

くして、実際にそういう例もあるというふうに一般質問で同僚も言われたじゃないです

か。

そういう通勤手当をちょっと厳しくすることによって――どこに住んでもいいですけど

も、できるだけ市内に住んでほしいという市長の思いが伝わるような政策もあるんじゃな

いかと思うので、今、出されてます１５万円のところは、いろんな実例を見ながらでしょ

うから、ぜひ、そこは厳しくやっていただいて、実際の通勤手当のオープンなところは、

ちょっと厳しくやっていただけるとどうかなというふうに思うのですけども、市内の人材

確保でも、人口を増やすという意味では、ありじゃないかなと思うのですけども、そのあ

たりはどのようなお考えでしょうか。

委員長（堀越賢二君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） ごもっともな部分があろうかと思います。今回の改正につきま

しては、あくまで人事院勧告に沿ったという形で、一旦、そういった改正にはさせていた

だいておりますけれども、これは以前からもそうですけど、また、採用時においては、し

っかり市内在住、市内出身者というものを、ある程度、そこは見越した上での採用計画と

いうのも出させていただいてます。

仮に、現在、市外に居住されている方でも、可能な限り市内へ――当然、居住の自由と

いうのは保障しなければいけませんけれども、可能な限り市内で在住していただくという

ことも採用時には徹底させていただいておりますので、そういった運用もこれからも徹底

する中で、可能な限り市内で居住していただき、それが結果として通勤費用の削減にはな

ろうかと思いますので、今後もそういった対応には心がけていきたいと思っていますの

で、よろしくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） 大川委員、３回以上になっても大丈夫ですから。

大川委員。

委員（大川弘雄君） いろんなやり方があると思います。ただ、市長として、長として、
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トップとして、ここに住んで、このまちを盛り上げるための人材の一人になってほしいと

いう、そういう表現をどうやってするかですよ。それは、試験のときとか採用した後か、

面接のときも言われてるらしいですけども、でも、結婚したり親のことがあったり、いろ

いろ事情があるので、それ以上言えないことはあります、法律でどこに住んでもいいので

す。ただ、職員さんですから、できるだけ政策的にも、人口を増やそうという政策をやっ

てる人たちが、さっとどっかに行くというのは考えられないこともあるでしょうし、真剣

な人だったら、かわいそうな面もありますよね。我慢してる人もいるかもしれない。

ただ、市長としての伝え方を、もっと皆さんに見えるように、何でうちは通勤手当が４

万円しか出ないのですかというのは、できるだけ住んでほしいんです。もちろん、例外規

定はあるんですから、こういう状況でというのはしたらいいと思いますよ。そういう面

で、何でもが一律じゃなくて――今は一律じゃない、この前の段階でも。だから、その辺

を、もう少し市民の皆さんにも、僕らにも分かるように、市長の思いはそうなんですよと

いうのが自治をつくる一番根本だと思うのですよね。ぜひ、その辺を考えながらやってい

ただきたいと思います。答弁をお願いします。

委員長（堀越賢二君） 総務部長。

総務部長（向井直毅君） 職員の市内在住に係る取組には、いろんな方策というものが考

えられると思います。そういった部分、あらゆる場面を通じて、これは、あくまで強制は

できませんけれども、可能な限り、そういった取組というのは、市長だけでなく、市とし

ての考え方として、そういった方針に沿うような形で、できる限り、そういった形での対

応というのは今後も取り上げていきたいというふうに思ってますので、どうぞよろしくお

願いいたします。

委員長（堀越賢二君） ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） １点、どちらにしても、申請をしてからのものになると思います

が、今までも同じように申請をして、そういうふうなものがあったと思うのですけれど

も、申請方法とかチェック体制、そちらについて少し説明をいただいたらと思います。

従来と同様に、きちんと精査されて申請を受け付ける、そういったようなものの内容に

ついて、きちんとしてるというものの説明をお願いします。

総務課長。

総務課長（品部義朗君） 今回、いろんな手当の部分につきましても、当然、先ほど委員
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長が言われるように、申請という形を取らせていただいて、当然、内容確認はしますけれ

ども、本人が出す書類じゃなくて、例えば、委員さんが先ほど言いましたような通勤手当

等になりますと、当然、住所とか、あるいはマイナンバーカードとか、そういう法的な資

料ですかね、その辺を添付させていただくことで、今現在も内容確認等をさせていただい

ておりましたが、今後におきましても、その部分プラス、内容によっては、別の書類を提

出していただく中で、審査させていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、次に参ります。

議案第１３号竹原市税条例及び竹原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例案を議題とします。

提案者の説明を求めます。

総務課長。

総務課長（品部義朗君） それでは、議案参考資料の４１ページをお願いいたします。

議案第１３号の竹原市税条例及び竹原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す

る条例の一部を改正する条例案について御説明をさせていただきます。

本案につきましては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律、いわゆるマイナンバー法の改正を含むデジタル社会形成基本法等の一部が改正

されたことに伴いまして、既存の条文番号に繰下げが生じたということに伴いまして、当

該条項を引用しております竹原市税条例及び竹原市個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例について、条例中の引用条項を整備するものでございます。

令和６年６月７日に公布されました、いわゆるマイナンバー法につきましては、令和７

年４月１日から、マイナンバーカードに係る機能のスマートフォンへの搭載について必要

な措置が取られたということに伴いまして、マイナンバーカードの機能をスマートフォン

へ搭載するための経緯あるいは発行等につきまして、条文が新たに新設されたということ

に伴いまして、既存の条文に繰下げが生じたというのが大きな内容になっております。

先ほど説明させていただきましたマイナンバーカードに係るスマートフォンの搭載のた

めの必要な措置という部分につきましては、スマートフォンだけで、マイナンバーカード

と同様に、マイナンバーカードの法律で本人確認ができる仕組みというものを設けるもの

でございまして、具体的に言いますと、マイナンバーカードとスマートフォン両方お持ち
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の方は、もし希望すれば、マイナンバーカードに保有している基本の４情報――氏名とか

生年月日あるいは住所、性別とかマイナンバー、顔写真ですというものは、スマートフォ

ンに搭載できるという内容になっておりまして、このことによりまして、行政手続に関し

て、関係者の利便性の向上あるいは行政運営の簡素化、効率化を図る内容になっているも

のでございます。

改正の内容につきましては、４２ページ以降、新旧対照表で条文のずれを直していると

ころでございます。

施行期日につきましては令和７年４月１日からとなっております。

議案第１３号につきましては以上でございます。よろしくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

大川委員。

委員（大川弘雄君） このマイナンバーのことなのですけども、取扱いが物すごく変化し

てきましたよね。一番最初は一切駄目で、僕がＰＴＡをやってた時代には、個人の情報で

すから、緊急連絡網でも電話番号を教えてくれないんですね。そうすると、いざというと

きに役に立たない部分があって、大変な思いをしてました。そういういろいろな経験を経

て、今、災害機関、防災に関するところでは割とオープンにして活用――オープンじゃな

いな、使うべきところの人が使って、使わないと困る警察・消防、そういったところは使

って、救助に向かったり早めに避難の情報を出したりという部分にも使えるようになりま

した。そういう変化したものを、もう少し周知するべきじゃないかと思ってるんです。

いまだに、昔の個人情報保護法というところを言われる方がいるんで、ちょっとずれる

けども、そういうマイナンバーの使い方を含めて、個人情報のほうの扱いの仕方というの

を周知する必要があると思うのですけど、どのように考えられますか。

委員長（堀越賢二君） 少しこの議案とは離れておりますが……。

委員（大川弘雄君） 全然関係ないか。

委員長（堀越賢二君） どうですかね。答弁に困るのかなというふうには聞きました。

ただ、何か助けが必要な方に、その場で対応するためには、個人情報の扱いというもの

は非常にデリケートなところではありますけれども、開示が必要なものだとも――大川委

員、どうしますか、答弁は。答える範囲が少し難しいかなと思います。
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委員（大川弘雄君） また一般質問でします。

委員長（堀越賢二君） 分かりました。

川本委員。

委員（川本 円君） すみません、ちょっと順番があれなんですが、確認というか、スマ

ートフォンとかのことじゃなくてお聞きしたいんですけど、たしか３月２２日以降に運転

免許証を新しく取るとか更新時に、今度、マイナンバーカードのほうに取り入れることが

できるかどうかという意思を示してくださいというような御案内がうちに来ていたもの

で、それは個人の自由なのですが、今度、仮にマイナンバーカードに運転免許証の情報が

全部入るとした場合には、そういった運転免許証もスマートフォンの中で処理できるとい

うふうなことになるのですか。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） この部分につきましては、今回、マイナンバーカードそのもの

がスマートフォンに搭載されるという部分のところは聞いているのですけども、実際、具

体的な細かい部分については、担当課でお聞きはしたのですけれども、まだ国のほうから

詳細なものが届いてないということで聞いておりますので、確かに委員さんが言われるよ

うに、例えば３月の終わりから運転免許証とマイナンバーカードが一緒にできるというと

ころの部分が、今回、このスマートフォンができるかどうかというところにつきまして

は、まだ通知が担当課に聞いても分からないということですので、どういうふうになるの

かというところは、実際に、今はスマートフォンの搭載の内容につきましても、Ａｎｄｒ

ｏｉｄについては先行的に、もう令和５年５月から実際の電子証明機能の部分のところに

ついては対応できてるところなのですけど、ｉＰｈｏｎｅにつきましては、この春から実

際にできるようになる。その中で運転免許証の部分もどのようになるか分かりませんけれ

ども、そういう部分は出てくるんじゃないかなというふうにこちらは思っていますので、

今現在では、そういった通知は来てないということで御理解いただければと思います。

委員（川本 円君） 分かりました、ありがとうございました。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 現段階でのマイナンバーカードの取得率。

委員長（堀越賢二君） もちろん、内容について質疑されていいのですが、条項の整理と

いうところも議案ということなので、中身が大事なので、マイナンバーカードの普及率。

総務課長。
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総務課長（品部義朗君） この１月末現在、取得率が９５．９％というふうになっており

ます。

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 職員の方も迅速に対応していただいてるから、この９５％になって

るのではないかなと思います。保険証とのひもづけをされている方の割合というのも分か

りますか。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） そのあたりは資料を持ってないので、すみません。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） スマートフォンとかで便宜を図られてるということでもあると思う

のですけども、前回だと思うのですけども、私がさせていただいたのは、市内の医療機関

では保険証の証明ができるのだけれども、薬局等では、まだ使えないというところがある

というふうに伺ったのですけども、薬局等も全部網羅されてる状況なのかだけ、お分かり

であれば教えていただければと思います。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） 多分、薬局のほうに聞きましても、まだカードでしかないのか

なというふうに、今、こちらで認識しているところでございますけれども、実際に今回、

スマートフォンの搭載の部分は、確かに、こういう法律が先に改正され、それに併せて、

本来でしたら、実際、どういう運用になるかというところが一緒に来ればいいのですけ

ど、先ほどの川本委員と同じ答弁になるかと思いますけれど、実際の運用について、まだ

来てない部分もありますので、今現在でいうと、こちらとしては今分からないということ

でございます。すみません。

委員長（堀越賢二君） 最初から対応できるものがきちんと整備されればでしょうね。よ

ろしいですか。

松本委員。

委員（松本 進君） 説明書の３９ページの第９条第２項の分で、さっき道法さんの分と

重複するところがあれば、そこは答弁は差し控えてもらいたいんですが、３９ページの第

９条第２項の分で、いろんなマイナンバーと福祉・保健・医療とか、いろいろつなげると
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いいますか、結びつけるよということでしょうけれども――そうじゃない。それが違った

らと思って……。

委員（高重洋介君） そこは３９ページじゃないので、前の議案の説明です。

委員長（堀越賢二君） そうですね、４１ページから第３項になります。

委員（松本 進君） 失礼しました。

委員長（堀越賢二君） 質疑はよろしいですか。

委員（松本 進君） 分かりました、どうぞ。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、次に参ります。

議案第１４号竹原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案を議題といたします。

提案者の説明を求めます。

税務課長。

税務課長（向井聡司君） それでは、議案第１４号竹原市国民健康保険税条例の一部を改

正する条例案について御説明をいたします。

改正の内容につきましては、お配りの国保税条例改正補足説明資料で説明をいたします

ので、御覧ください。

１の竹原市国民健康保険税率の見直しに係る方針でございます。

（１）の広島県国民健康保険運営方針につきましては、令和６年度から県内準統一を目

指してきましたが、保険料が急激に上昇したことから見送られ、令和１２年度から令和１

７年度の間で統一されることになりました。本市としましては、早い時期――令和１０年

度を目安としまして、税率を合わせていくように考えております。

（２）の対応方針としまして、広島県が示す標準保険料率を参考に財政調整基金に繰入

れを行い、激変緩和措置を取るものであります。

（３）の方針の目的ですが、こちらは、激変緩和措置を行うことで納税者の負担軽減を

図るものであります。

（４）の方針の内容でございますが、令和７年度の医療費の見込みが増加したことによ

り、県が示した令和７年度の標準保険料率が１５％程度上昇したことによるもので、この

増加、物価高や燃料費の高騰といったことが市民生活や経済活動に重大な影響がある中、

納税者への負担が大きいと判断をいたしまして、支援分・介護分につきましては、令和７
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年度標準保険料率を適用した上で、医療分につきましては、令和６年度からの上昇を抑え

ることにより、全体を前年度と同程度の４％程度に上昇を抑えた税額とする激変緩和措置

を講じております。

次に、２の現行税率と標準保険料率及び激変緩和措置適用後の保険税率の比較の表を御

覧ください。

①が令和６年度の現行の保険税率、②が、昨年、県が示しました令和６年度の標準保険

料率、③が令和７年度の標準保険料率で、県が示したものでございます。④が激変緩和措

置適用後の令和７年度の保険税率案になります。

①の現行と③の標準保険料率、④の激変緩和措置後の税率案を比較しますと、所得割で

は、医療分・支援分・介護分の合計が①が１２．０５％、③が１３．８３％、④が１２．

５５％、①対③が１．７８％となる上昇率を、①対④の０．５％の上昇に抑制をいたして

おります。

均等割でございますが、①の現行の合計が５万２，８００円から③の６万９９３円で

８，１９３円の増加となるところを、④の激変緩和措置を適用しまして２，６００円の増

額に抑制いたしております。

次に、平等割でございますが、①の現行の合計が３万２，４００円から③の標準保険料

率では３万７，３０２円となり、４，９０２円の増加となり、こちらも激変緩和措置を適

用しまして、④の３万３，８００円として１，４００円の増額に抑制をいたしておりま

す。

今回は、令和６年度現行保険料率と県が示す標準保険料率との差が大きいため、支援分

と介護分は令和７年度の標準保険料率として上げさせていただきまして、医療分につきま

しては激変緩和措置を講じております。

次に、３の１人当たりの調整額の比較ですが、こちらは、令和６年度は８万７，３２１

円で、激変緩和措置適用後の令和７年度案でいきますと８万９，９９２円となり、２，６

７１円の増額となっております。

次に、４の財政調整基金の見込みでございますが、基金残高見込額が約４億４，０００

万円、令和７年度の基金の取崩しの見込みが約４，９００万円で、令和７年度末の基金残

高は約３億８，７００万円となる見込みでございます。これは、令和７年度以降に収納不

足が生じた場合など歳入不足を埋めるための費用とするものでございます。今後も安定し

た財政運営ができるものと考えております。
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以上のように、令和７年度の保険税率案としまして、支援分と介護分につきましては、

広島県が示しました令和７年度標準保険料率を適用した上で、財政調整基金を約４，９０

０万円繰り入れまして医療分の上昇を緩和するというものであります。

施行期日は令和７年４月１日からでございます。

説明は以上でございます。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

川本委員。

委員（川本 円君） 今回、令和７年度で激変緩和措置をされて、４％でとどめるという

表があるのですね。今後、これ以降の令和８年・９年、最終的には１２年と言われました

けど、こんな御時世ですから、保険料が急激にこれから下がるとは到底考えにくいわけで

すけど、令和７年以降の措置というのは、毎年、こういうふうに激変緩和を執行されるお

つもりがあるのですか。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） これは計画的に基金を取り崩しまして、１２年までに保険料を

合わせていくということにしてますので、大体５，０００万円程度の取崩しを毎年行っ

て、その後、保険料も上がると思うのですけれども、少しずつ近づけるという考えでござ

います。

委員長（堀越賢二君） 川本委員。

委員（川本 円君） すみません、私、ここら辺、ちょっと疎いので、聞き方がおかしか

ったら言ってください。

基金を取り崩してあてがうというのは理解できるのですけど、最終的には帳尻を合わせ

ればということでしょ。いつかの段階で、その激変緩和は使われないというふうに思った

らいいですか。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） そうですね。令和１２年度から１７年度で県に統一されますの

で、今度は、県が、もう竹原市さん、これだけですよというふうに税が来ますので、それ

以降はできなくなるというものでございます。

委員長（堀越賢二君） 川本委員。
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委員（川本 円君） ということは、ある年から、とてつもない金額にぼんと膨れ上がる

というふうになるわけですね。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） そうですね。今度は、県全体で一律の税率になりますので、低

ければ、ぼっと上がると。それを避けるために、今、ちょっとずつ上げていってると。１

２年から１７年の間では、もうそれもできなくなります。

委員長（堀越賢二君） 激変を緩和するということで……。

委員（川本 円君） 緩和しているだけで、１２年以降はどんと来るわけだな。

委員長（堀越賢二君） 徐々には出していって。

その毎年の取崩しの分が、この基金の中で融通できるであろうという基金残高はあると

いうことなので、その点は大丈夫ということですよね。

大川委員。

委員（大川弘雄君） 確認させてください。

均等割額のほうは、８，３００円幾ら上がるところが、２，６００円ぐらいのアップで

抑えると。平等割額のほうは、幾らが１，４００円アップになるですか。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） ①の令和６年度の現行から④の合計を引いたら１，４００円。

委員（大川弘雄君） この合計を見る。

税務課長（向井聡司君） はい。

委員（大川弘雄君） ３万２，４００円を３万３，８００円に抑えると、分かりました。

１，４００円の上昇分で抑えるようにするということですね。

税務課長（向井聡司君） そうです。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） いろんな使用料も含めて、急に上がるというのは困りますので、財

政調整基金を使うというのも何なのですけども、そのためにあるようなものですから、ぜ

ひ、そういった施策を今までどおり続けていただいて、極力激変のないように工夫してい

ただいているというふうに見えるので、私は、こういうやり方には賛成です。ぜひ急激な

上昇のないようにお願いいたしたいと思いますので、よろしくお願いします。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 答弁はよろしいですか。
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委員（大川弘雄君） はい。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 議案の参考資料のところがありますけども、ここも関連してお伺い

したいのですが、今の説明でいろいろな激変緩和措置を取るということで上がり方を抑え

るよというのは一定は理解するのですけれども、それをやって今日提案されてるわけです

が、その場合でも、負担が増えるといいますか、国保のほうからの運営からいったら負担

が増えるということになると思いますけど、ざっくり言ったら、６年度から７年度で緩和

した後の増収分といいますか、これがどのぐらい増えるのかなというのをお聞かせいただ

ければと思います。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） 被保険者の数によりますので、増収とは限らないですね。ほぼ

同じぐらいの金額になるかと思います。

委員長（堀越賢二君） 松本委員。

委員（松本 進君） それは分かりました。

この参考資料で改正内容という説明があって、国民健康保険税の課税額というのがあっ

て、改正前と改正後でどれぐらい上がるかという率を計算したのですが、一番下の介護納

付金のところは、改正前と後では、率として見ると、一番多いのは１１．８％ですけど

も、いろいろ所得割とか均等割とか平等割がありますから、その率は平均的には１１％以

上になっているのですが、あとは２．９とか４％とかいろいろ変化があるのですけども、

相当大きな率になるなと。そこは、今の状況から見たら、大変支払うお金といったら厳し

い、１１％の税率のアップというのは大変じゃないかなということについてはお伺いした

いと思います。

委員長（堀越賢二君） 税務課長。

税務課長（向井聡司君） なぜ介護分が１１％程度値上げになったかという御質問であろ

うかと思います。

これは、市が最短で令和１２年度からの統一ということで改正をしております。方針と

いいますか、支援分と介護分につきましては、令和６年度から標準保険税率と併せて改定

を行ってきたところで、令和７年度分の県からの標準保険料率の介護分の上げ幅が少し大

きくなったということから、１１％程度の上昇となっております。
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少し前になるのですけども、令和５年度分と６年度分を比較しますと、介護分が所得割

が０．０２％、均等割・平等割が１００円減額となっておりました。その分の反動といい

ますか、そういったものが発生したんだというふうに考えてます。

委員長（堀越賢二君） 松本委員。

委員（松本 進君） 私が聞きたかったのは、いろいろ減額措置をされた後で、こういっ

た、例えば介護納付金の下限のところの改定前・改定後を見ると、約１１％強の上げ率と

なっている。というのは、それはここのみで、あとは４％とか３％とか２．５％とかある

のですけれども、介護納付金だけを見ると、１１％強というふうに高くなっているから、

いろいろ配分の仕方――基礎課税とか高齢者とか、いろいろ違うのかなと思う。緩和する

ための支援といいますか、そこらが違う点があるのだろうと思うのですけれども、介護納

付金のところは特に高いから、利用者から見たら相当きついなと、苦しいなと。そこはも

う少し下げる対応ができなかったのかなということが聞きたかった趣旨なのですけれど

も、何かあればお聞きしたいので。

委員長（堀越賢二君） 繰り返しの答弁になるとは思いますが、税務課長。

税務課長（向井聡司君） 本当、繰り返しの答弁になりますけれども、支援分と介護分、

こちらは、県が示した標準税率に合わせて上げさせていただいておりますので、医療分に

つきましては激変緩和措置を適用しまして抑えているという現状でありますので、御理解

をお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、次に参ります。

議案第１５号竹原市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例案を議題といたします。

提案者の説明を求めます。

危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） それでは、議案参考資料の５７ページを御覧ください。

議案第１５号竹原市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例案について御説明いたします。

本案は、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部が改正された

ことに伴いまして、非常勤の消防団員に係る退職報償金について見直しを行うものでござ
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います。

改正の内容といたしましては、法の改正に沿いまして、消防団員の退職報償金の支給額

に係る勤続年数の区分につきまして、これまでは３０年以上が最長の区分でありました

が、今般、３５年以上の区分を新たに追加するものでございます。

退職報償金額につきましては、それぞれの階級区分に、これまでの３０年以上の退職報

償金額に１０万円を増額した額とするものでございます。

本条例の施行期日につきましては令和７年４月１日とするものでございます。

説明は以上です。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

質疑はありませんか。

大川委員。

委員（大川弘雄君） １０万円の根拠なのですけども、それは他の市町と合わせたという

考え方でよろしいですか。

委員長（堀越賢二君） 危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） 今回の改正につきましては、国の法の改正に基づくもので

ございますので、全国的な改正は一律で行われるものと認識をしております。

以上です。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、次に参ります。

議案第１９号竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び竹原市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例案を議題といたします。

提案者の説明を求めます。

総務課長。

総務課長（品部義朗君） では、議案の参考資料の６９ページをお願いします。

議案第１９号の竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び竹原市職員の育児休業

等に関する条例の一部を改正する条例案について説明をさせていただきます。

本案につきましては、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
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する法律、いわゆる育児・介護休業法というものが改正されたことに伴いまして、関連す

る条例であります竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び竹原市職員の育児休業

等に関する条例について必要な規定を整備するものでございます。

まず、１番目の提案の要旨に入る前に、今回改正された大きな背景、目的についてでご

ざいますけれども、少子高齢化の進行あるいは働き方の多様化、あるいは介護離職の防止

など、社会的な、こういう課題というものを踏まえまして、より実効性の高い両立支援制

度の整備が必要であるという背景の下に、働く人々が仕事と育児や介護を両立しやすい仕

組みを整えるということが改正の大きな背景、目的となっております。

改正の大きな目的は５つございまして、まず１つ目としまして、男女とも仕事と育児・

介護を両立できる環境の整備をしていきましょう。２つ目としまして、子の年齢に応じた

柔軟な働き方を実現しましょう。３つ目としましては、育児休業の取得を促進し、透明性

を向上しましょう。４つ目としましては、次世代育成支援の対策の推進あるいは強化して

いきましょう。最後、５番目としまして、介護離職の防止というような大きな目的の内容

となっております。

今回の提案の趣旨ですが、１番目としましては、それに伴いまして、職員の育児に伴う

超過勤務の免除の対象となる子の範囲を見直すという中身と、介護離職を防止するための

勤務環境の整備を行うというふうな内容になっております。

２番目の改正の内容についてでございますけれども、まずは、１つ目としまして、職員

の育児に伴う超過勤務の免除、いわゆる残業免除という部分につきまして、その範囲につ

きましては、これまで３歳になるまでの子であったものが小学校就学前に拡大をするとい

う内容が一つでございます。

また、２番目として、介護離職のための勤務環境の整備についてでございますが、こち

らも２つございまして、１つ目としましては、雇用環境の整備等の措置ということで、仕

事と介護の両立支援をしやすくするために、研修を行っていくとか、あるいは相談窓口を

設置するとか、あるいは利用実例の収集・提供を行っていくということが一つございま

す。

２つ目としまして、個別の周知あるいは意向確認をしていきましょうということで、例

えば、介護に直面した旨、職員からそういう申出があった場合は、当然、介護休暇などの

制度内容の説明あるいは、どこへ出したらいいかという申出先、それと、あとは介護休業

の手当金などの給付に関して、面談とか書面交付などによって個別に周知あるいは意向確
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認を行うとともに、実際に職員が４０歳に到達する日の年度において、介護に直面した旨

の申出をした職員と同様な事項について、あるいは説明、書面交付など、介護に直面する

前の早い段階での提供を行うというような形が今回の条例改正の内容となっております。

３番目の施行期日につきましては令和７年４月１日となります。

議案第１９号につきましては以上でございます。よろしくお願いします。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

道法委員。

委員（道法知江君） 育休のほうは、年齢が小学校へ入るまでというのは分かってるので

すけど、いわゆる配偶者の介護を必要とした場合ということになると思うのですが、介護

両立支援のことなのですけども、この場合の、先ほどの説明だと、申出があってというこ

との御説明だったと思うのですが、申告して請求してという段階があると思うので、面談

に至るまで、その辺の内容をもう少し詳しく。

なぜ、こういうことを聞くかというと、全国的には９割が相談してない実態もあると、

また、７割が知られることに抵抗を感じてると――職員さんがですよ――いうことも出て

るので、本市としては、どういうふうな流れで、しっかり面談まで至るのかということを

お伺いさせていただきたいと思います。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） まず、本市につきましては、基本的に職員に対して、竹原市職

員のための妊娠・出産・育児等のサポートブックというものをまず作成しておりまして、

そちらの内容につきましては、育児の関係あるいは介護に関係するいろんな制度を、今、

準備しておりまして、そちらにつきましては、例えば男性が利用できる、あるいは女性が

利用できるような形で分かりやすくまとめたものがございます。

そういうものを羅針盤にも掲示をさせていただいているとともに、そういう対象に、例

えば育児の場合で考えていきますと、当然、例えば子供が出産予定とか、そういう話を、

どうしても聞く部分で、先にこちらのほうが、そういうものを提示して対応させていただ

いているところが現状でございます。

この部分におきましては、道法委員さんが言われるように、なかなか言えないというこ

とはあるのですけども、申出するにしても、何もない中で申出するのは大変ですので、一
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応、こういうブックをつくらさせていただいて、まず、個人がそれを見ていただく中で、

実際の動きがあったときには、内容を詳しく御説明させていただいているというところが

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 総務課長、介護のほうの部分だったと思いますので、最初の説明

の中の４０歳になった、そのところを、もう一度説明いただけますでしょうか、お願いい

たします。

総務課長。

総務課長（品部義朗君） ４０歳のことにつきましては、この部分については、これま

で、こちらのほうも、特にそういう部分は対応してなかったり、どちらかといえば、先ほ

どサポートブックに伴って相談があった方に対して対応してたところがございますけれど

も、今回、法律でこのような形になりましたので、当然、早い段階での対応は、サポート

ブックをお配りするとか、あるいは面接をするとか、いろんな形で対応していきたいとい

うふうに考えております。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） それでは、介護両立支援制度、介護度が何度とかというのが確認さ

れてからということになるのでしょうか。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） 実際に介護の部分のところも、介護度で判断する場合もありま

すし、当然、常時介護という形で、介護制度の中にも介護度の部分もありますし、介護度

を伴い、いろんなものもございますので、そのあたりにつきましては、相談する中身によ

っていろんな制度がございますので、そのあたりで対応していくというふうに考えており

ます。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 確認なのですけども、御本人が申請されて請求されると。それから

申出・請求・申告されると、それから面談。サポートブックを見て、これは該当するであ

ろうからということで御相談させていただく。流れがよく分からないのですけど、先ほど

申し上げたように、９割の方が相談してない実態があるのではないか。相談したいのだけ

れども、なかなか相談しにくいということはないのかなというのは感じているのでお願い

します。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。
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総務課長（品部義朗君） 答弁の繰り返しになるかと思いますけれども、まず、現状とし

ましては、先ほど道法委員さんのおっしゃられるように、実際に相談があったときの対応

を今させていただいているところでございますけれども、今回、国の法律の改正の中で、

介護を４０歳部分のところを、前から早い段階で周知していかないといけないということ

がございましたので、今後は、今回、国のほうは４０歳という基準がございますけれど

も、早い段階で周知の部分のところを面談あるいは書面交付等で対応していきたいという

ふうに考えております。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 国のほうの制度としての４０歳という年齢があるのかもしれません

けども、現実的に、今、相談したくても相談しにくい状況ではないか。あるいは、知られ

ることに抵抗がある方も７割ぐらいいらっしゃる事実、実態があるんです。そういう現実

があるので、その上で、介護度も分からないとか、介護度なくても相談をしていただくの

は、もちろんいいと思うのですけども、どこかで線引きというのは決めていかないと、本

来の両立支援制度にはそぐわないのかなと思って、その辺もしっかりとまとめていただい

て、またお聞きさせていただければなと思いますので、よろしくお願いします。

要するに、相談しやすい体制というのはすごく大事になるのかなと思いますので、制度

があっても、本来は使えるべき人がいても、相談すらできていないというのではまずいの

ではないかなと思います。その辺について、最後です。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） 今回、国のほうが、一応、４０歳という基準を設けております

けれども、道法委員さんがおっしゃられるように、もう４０歳前から介護に直面する可能

性もございますので、相談できる環境づくりというのが必要ではないかというふうに思っ

ておりますので、そういう環境づくりに、こちらも現状を踏まえて整理をしていきたいと

いうふうに考えておりますので、よろしくお願いします。

委員長（堀越賢二君） 副市長。

副市長（新谷昭夫君） ただいまの件に関しましては、所属における職員と、例えば所属

長とが日頃のコミュニケーションをいかに取っているかというところも重要だと思いま

す。いわゆる職能に関して、目標管理的な目標を立てて、それに対してどういうふうにや

っていくかというものを年間の中で少なくとも２回は目標をつくっていただいて、その進

捗についての所属長、いわゆる課長と係員の面談とかもやっております。
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そういった中で、当然、御自身の健康の状態だったり、どこまで聞けるかというのはあ

ると思いますが、御家族のこと、あるいは、それぞれの自分あるいは妻がいらっしゃれ

ば、その御両親とかというところの、もしもそういうことがあれば、そういうところで、

できるだけ話を引き出していただくとかという形の中で、職員の状況というものを常時の

中でできるだけ把握をしておきながら、その中で、もしそういう介護だったり、子育て

も、当然、妊娠されたりということもあると思いますし、そういう状況が生じた場合に、

休暇とかいろんな制度について、所属長も全てを知っているのは、なかなか難しいことが

ありますから、それは人事のほうに必ず相談をするようにとか、それは課長を介して相談

をするとかということもできると思いますので、できるだけ日頃のコミュニケーションを

する中で職員の状況を把握して、そういう相談につなげていくというふうな形を取ってい

きたいと思います。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

高重委員。

委員（高重洋介君） 今までのお話を聞いていてあれなんですけど、介護とか、そういう

ものは、今までにもあったことだと思うのですけど、これまで、そういった相談があった

のかというところをお聞きします。

委員長（堀越賢二君） 総務課長。

総務課長（品部義朗君） やはり相談はあります。ある中で、まず、サポートブックをお

渡しする中で、本人が、先ほど副市長も説明がありましたように、制度の中身というのが

多岐にわたる状況でございますので、説明をするよりは、まずは、こういうサポートブッ

クを見ていただく中で、本人がどの制度を使っていきたいかという形でさせていただいて

おりますので、こういうサポートブックをつくることによって、相談というのは多少しや

すくなったのではないかなというふうには認識しております。

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 高重委員。

委員（高重洋介君） 条例がある、ない前に、こういう介護なんかは必ずあったことなの

で、これまでも相談があったということだと。これからも、また相談しやすい体制を道法

委員の言われるように、つくっていただきたいというふうに思います。

委員長（堀越賢二君） 答弁は……。

委員（高重洋介君） いいです。
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委員長（堀越賢二君） 副市長からもありました担当課課内でのコミュニケーションをし

っかり取っていただいて、漏れのないように、しっかりとサポートをしていただきたいと

思います。

それでは、ほかに質疑がないようですので、次に参ります。

議案第２０号令和６年度竹原市一般会計補正予算（第８号）を議題といたします。

提案者の説明を求めます。

財政課長。

財政課長（大川真功君） それでは、今ありました第８号補正予算と貸付資金特別会計を

同時に説明させていただければと思います。よろしくお願いいたします。

それでは、お手元にある概要資料を御覧ください。

それではまず、このたびの補正予算案につきましては、国が令和６年度補正予算に計上

した財源を活用して実施する物価高騰対策重点支援地方創生臨時交付金事業や特定都市河

川浸水被害対策推進事業などに必要な経費を計上するとともに、入札や特定財源の減額交

付による事業量の調整に伴い不用となる予算の減額及び決算額を見込む中での過不足のほ

ぼ全款にわたる調整が主な内容となっております。

歳入歳出予算の総額に１億９，１１７万５，０００円を増額し、総額を１７６億７，６

０８万５，０００円とするとともに、繰越明許費の追加及び変更、債務負担行為の追加を

行う内容となっております。

歳出予算の補正内容につきましては、追加計上を行うものが、総務費、民生費、商工

費、土木費、消防費となり、減額を行うものが衛生費、農林水産業費、教育費、公債費と

なっております。

その個別の内容につきましては、３ページ以降に記載をしておりますので、まず３ペー

ジを御覧になってください。

まず、入札や特定財源の減額交付による事業量の調整に伴い不用となる予算の減額及び

決算見込みに基づく清算など令和６年度の事業執行見込み等を踏まえ、予算整理に係る各

種経費の補正につきましては、冒頭に申し上げましたが、ほぼ全款にわたり調整を行って

いることから、かなりのボリュームとなっておりますので、増減額の大きい事業のみの説

明とさせていただきます。御了承をお願いします。

まず、増額となるものにつきまして、基金管理に要する経費につきましては、地方交付

税や預金利子の増加等による歳入の増加に伴い、財政調整基金、減債基金、都市基盤整備
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基金へ積立てを行うもの。２点目として、認定こども園等に要する経費につきましては、

私立こども園に対し支給する施設型給付費につきまして、国の示す公定価格単価が改定さ

れたことなどにより支給額を増額するもの、自立支援給付に要する経費につきましては、

障害者福祉サービスの利用見込みが当初見込みを上回ったことなどにより増額するもので

あります。

次に、減額となるものにつきましては、小学校施設整備に要する経費につきまして、市

内小学校空調整備工事につきまして、令和５年度補正予算との二重計上分、こちらにつき

ましては、国の補助金を取りにいくために二重計上になっていたものであります。こちら

のほうを減額するということ、それから、予防接種に要する経費につきましては、子宮頸

がんワクチン、新型コロナウイルスワクチン接種の対象見込みが当初見込みを下回ったこ

と、それから、３点目として、生活保護各扶助に要する経費につきまして、医療扶助など

生活保護費の対象見込みが当初見込額を下回ったことから、それぞれ不用となる予算を減

額するものであります。

続きまして、下の段です。

総務費、防犯活動に要する経費について、地域防犯カメラ設置補助金５１０万円の追加

計上を行うものであります。

内容につきましては、地域の自主的な防犯活動を補完し、犯罪の起こりにくい安全なま

ちづくりに向けた地域の自主的な取組を支援するため、防犯活動を行っている団体が地域

に設置する防犯カメラの設置費用の一部を補助するものであります。また、事業が来年度

にわたることから、併せて繰越しを行うものであります。

財源につきましては、国庫支出金を４７１万２，０００円充当し、残りを一般財源とす

るものです。

続いて、４ページの上の段になります。

民生費、戸籍システムに要する経費について、戸籍氏名読み仮名記載業務委託料など５

２９万５，０００円の追加計上を行うものです。

内容につきましては、戸籍法の一部改正により、戸籍氏名に振り仮名が付されることに

なったため、戸籍に記載されている方に仮の振り仮名を記載するものです。また、事業が

来年度にわたることから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を５２９万３，０００円充当し、残りを一般財源とす

るものです。
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続いて、下の段になります。

民生費、障害者福祉事務に要する経費、一般事務に要する経費、認定こども園等に要す

る経費について、電力等価格高騰対策保育施設等支援金１，５５１万７，０００円の追加

計上を行うものです。

内容につきましては、電力料金及び食材料費の物価高騰の影響を受けている保育施設７

施設、障害者施設２６施設、高齢者施設及び介護施設など６８施設の事業者の負担軽減を

図るため、電力料金及び食材料費の高騰に係る支援金を給付するものであります。また、

事業が来年度にわたることから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を７１６万８，０００円、県支出金を７７５万８，０

００円充当し、残りを一般財源とするものです。

続いて、５ページを御覧ください。

こちら、上の段になります。

商工費、商工業振興対策に要する経費について、中小企業者等燃料費等高騰対策支援金

２，１９０万４，０００円の追加計上を行うものです。

内容につきましては、原油価格や電気・ガスなどの物価高騰の影響を受けている中小企

業者及び農業者などの負担軽減を図るため、電力料金などの高騰に係る支援金を給付する

ものです。また、事業が来年度にわたることから、併せて繰越しを行うものであります。

財源につきましては、国庫支出金を２，０２３万７，０００円充当し、残りを一般財源

とするものであります。

続いて、下の段になります。

商工費、商工業振興対策に要する経費について、電子マネーポイント還元事業委託料

２，６８６万円の追加計上を行うものであります。

内容につきましては、エネルギー価格高騰の影響を受ける事業者の支援を行い、市内消

費の環境を図るとともに、物価高騰の影響を受ける市民の生活支援を行うため、市内の対

象店舗等において対象キャッシュレス決済サービスを利用した場合に、決済額に応じたポ

イントを付与するキャンペーンを実施するものであります。また、事業が来年度にわたる

ことから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を２，４８１万６，０００円充当し、残りを一般財源

とするものであります。

続いて、６ページを御覧ください。
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上の段です。

土木費、橋梁維持改修に要する経費について、維持補修工事費など５８０万円を追加計

上するものです。

内容につきましては、橋梁の長寿命化や補修費用の平準化及びライフ・サイクル・コス

トの縮減を図るため、橋梁長寿命化計画に基づき実施している橋梁点検の結果、早期に措

置を講ずべき状態と判断した橋梁の補修を、国の令和６年度補正予算の財源を活用するこ

ととし、前倒し実施するものであります。

実施場所につきましては、賀茂川大橋、西谷中央橋、赤坂湯坂２号橋、扇橋、大福地西

谷３号橋の５か所になります。また、必要とする工期が来年度にわたることから、併せて

繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を３１９万円、地方債を２６０万円充当し、残りを一

般財源とするものです。

続いて、下の段を御覧ください。

土木費、特定都市河川浸水被害対策に要する経費について、施設改良工事費など１億

５，０００万円を追加計上するものです。

内容につきましては、本川流域における浸水被害対策の取組を進め、災害の発生及び拡

大を防止するため、本川の河川整備、その他内水対策事業と併せ、堀込み式の雨水貯留施

設整備を国の令和６年度補正予算の財源を活用することとし、前倒し実施するものであり

ます。また、必要とする工期が来年度にわたることから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を７，５００万円、県支出金を３，７５０万円充当

し、残りを地方債とするものです。

続いて、７ページを御覧ください。

まず、上の段になります。

消防費、地域防災ネットワーク推進事業に要する経費について、防災用備品１，１４７

万３，０００円を追加計上するものです。

内容につきましては、計画的な備蓄を推進するため、令和６年度国の補正予算、新しい

地方経済・生活環境創生交付金の中の地方防災緊急整備型というものを活用して、令和７

年から令和１１年までの５か年で整備を予定している資機材の一部を一括で購入するもの

であります。また、事業が来年度にわたることから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を５７３万６，０００円充当し、残りを一般財源とす
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るものです。

次に、下の段になります。

教育費、教材整備に要する経費について、図書購入費など１，２１８万４，０００円を

追加計上するものであります。

内容につきましては、授業構築の支援及び関連情報の容易な収集・提供を行い、児童生

徒の確かな学力の向上と教職員の働き方改革の推進を図るために、指導書、指導者用デジ

タル教科書を整備するものであります。また、事業が来年度にわたることから、併せて繰

越しを行うものであります。

財源につきましては、全額一般財源となります。

続いて、８ページを御覧ください。

上の段で、教育費、学校給食運営に要する経費について、学校給食費負担軽減補助金５

９８万円を追加計上するものです。

内容につきましては、物価高騰の影響を受けている保護者を支援するため、学校給食会

計に補助金を交付し、保護者の負担を軽減するものであります。また、事業が来年度にわ

たることから、併せて繰越しを行うものです。

財源につきましては、国庫支出金を５５２万５，０００円充当し、残りを一般財源とす

るものです。

こちらまでが歳出になります。

続いて、１ページに戻っていただけたらと思います。

ここからは歳入予算の説明になります。

まず、一番上の市税についてです。

こちらのほうで個別に言いますと、個人市民税につきましては、定額減税の影響に伴う

減額、それから、法人市民税は、各事業所の法人税額が当初の見込額を上回ったことによ

る増額、固定資産税は、過年度申告などによる償却資産の調定額の増額、それから、物価

高に伴う建築費の増加による家屋の調定額の増額、軽自動車税につきましては、県税務課

決算見込みにより増額したことなどにより、合わせて１，１８９万７，０００円の増額と

しております。

それから、続いて、２の地方譲与税から１０の特例交付金まで、こちらの歳入につきま

しては、広島県からの通知に基づき、それぞれ増額または減額の調定を行っております。

それから、続いて１１番です。
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地方交付税につきましては、人事院勧告に伴う地方公務員の給与改定を実施する場合の

経費の一部を増額したほか、地方交付税の財源となる令和６年度の国の歳入であります所

得税や法人税などが増額となったことから、普通交付税の追加交付が見込まれるため、３

億４，９６３万２，０００円の増額としております。

それから、続いて１４番の使用料及び手数料につきましては、文化施設入館料が増加し

た一方で、家庭用ごみ袋の出荷が見込みを下回ったため、３８６万８，０００円の減額と

いうことにしております。

続いて、１５番目の国庫支出金及び１６番目の県支出金につきましては、先ほど御説明

した歳出予算の補正に合わせて、それぞれ増額をしております。

１７番、財産収入につきましては、保留地の売払い及び各種基金の運用利息が見込みよ

り増額したことにより増加ということにしております。

１８番の寄附金につきましては、竹原ロータリークラブから図書購入費への活用を目的

とした寄附を頂いた一方で、ふるさと納税応援寄附金が見込みより減となったため、合わ

せて減額ということにしております。

２１番の諸収入です。

こちらにつきましては、平成２４年度及び平成２５年度に実施した消防救急無線のデジ

タル化事業に係る談合事件について、契約者である東広島市が相手方と和解したため、本

市も負担割合に応じて和解金を受け取っております。このほかの事業の減少に伴う特定財

源の減があったので、合わせて減額ということにしております。

２２番の市債につきましては、歳出予算の補正に合わせ、それぞれ追加または減額する

とともに、臨時財政対策債が見込みより増額したことにより、合わせて２，９２８万１，

０００円の減額ということにしております。

少し上に戻っていただきまして、１９番の繰入金です。

こちらにつきましては、各種事業の執行状況に合わせて地域振興基金からの繰入れを減

額し、貸付資金特別会計からの繰入金を追加計上しております。

最後、収支の均衡を図るために財政調整基金繰入金について３億９，１０３万円を減額

するということにしております。

以上が歳入の御説明になります。

続いて、繰越明許の説明になります。

ずっと飛んで、１１ページを御覧ください。
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このうち、先ほど歳出の際に事業を繰り越しますと言ったところについては省略をさせ

ていただきます。

まず初めに、総務費におきましては、財務処理における電子決裁導入事業について、シ

ステム開発の進捗が遅れたため、それから、竹原中央地区地籍整備推進調査測量業務につ

いては、関係用地の取得及び地権者との調整に不測の日数を要したため、それから、３点

目で、電線共同溝整備事業については、国の整備事業の進捗が遅れたため、それぞれ年度

内の完了が難しくなったため繰り越すものであります。

続きまして、４の衛生費になります。

こちらでは、斎場施設計画の修繕事業につきまして、施設の修繕に係る設計に不測の日

数を要したため繰り越すものであります。

続いて、６の農林水産業費です。

こちらは、森林経営管理制度事業について、実施計画の策定をする本川流域の土壌の状

況、災害危険リスクの分析などに不測の日数を要したため繰り越すものであります。

それから、８番の土木費です。

こちらでは、市道改修舗装事業について、設計及び改修にそれぞれ不測の日数を要した

こと、２点目で、市営住宅長寿命化事業について、受注者が破産したことにより改修工事

の施工に不測の日数を要したこと、その他、こちらに書いております県営事業について、

広島県が事業量をそれぞれ繰り越したことに伴い、その負担金を繰り越すものでありま

す。

次に、１０番の教育費です。

歴史的風致維持向上事業について、基礎工法の見直しや用地取得に係る地権者との交渉

に不測の日数を要したため繰り越すものであります。

続いて、１１番の災害復旧費です。

令和３年農林水産施設災害復旧事業について、地元地権者との調整に不測の日数を要し

たことなど工期の延長が見込まれることから繰り越すものであります。

以上が追加分です。

続いて、その表の②変更分についてでございます。

こちら土木費になりますが、新開土地区画整理事業について、施工区域内の関係者との

協議に不測の日数を要したことから、支障物件の移転について年度内完了が困難な見通し

となったため繰り越すものであります。
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ここまでが繰越明許になります。

続いて、債務負担行為です。

こちら１件ございます。

ふれあいステーションただのうみ指定管理料について、令和７年４月からの指定管理料

について、当該施設の管理期間及び限度額について定めるものであります。

ここまでが一般会計の補正予算案の説明になります。

続いて、貸付資金特別会計補正予算になります。

９ページを御覧ください。

こちらは、補正予算案の概要としては、決算見込みに基づく精算を行うものが主な内容

となっております。

歳入歳出予算の総額にそれぞれ１８４万円を減額し、総額を５５４万８，０００円とす

るものになります。

まず、こちらです。

歳出ですが、貸付金一般事務に要する経費として、一般会計繰出金４１６万円の追加計

上を行うものですが、これについては、最終的な収支の均衡を図るため計上しているもの

でございます。

それから、２点目で、貸付金に要する経費につきまして、竹原市奨学金など６００万円

の減額を行っています。これにつきましては、決算見込みに基づき不用となる予算を減額

しているものであります。

最後、２ページに戻っていただけますでしょうか。

こちらに貸付資金特別会計の予算規模を記載しております。

歳入になりますが、諸収入として、奨学資金貸付金及び就学支度金貸付金の償還金につ

いて、決算見込みに基づき、合計で１８４万円の減額をしております。

以上が貸付資金特別会計の補正予算案になります。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行いますが、まず、議案第２０号補正予算のほうから質疑を

お願いいたします。

川本委員。

委員（川本 円君） 補正予算の中の７ページの教育費のところ、よろしいですかね。

下の段の中学校の指導書、指導者用のデジタル教科書の整備事業についてお伺いしま
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す。

財源の内訳を見させていただきますと、国庫支出金なしで一般財源ということでありま

す。これは確認なのですが、今現在、紙の教科書を補完するとか補助するためにデジタル

端末機を使っておられると思うのですよね。それを、今回、業務のために、そういう一般

財源を使って指導者向けにやったということでいいんですか。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

今回の教科書及びデジタル教科書の購入につきましては、４年に一度の更新時期が来た

ということで、こういった作業を行っております。特定財源がございませんので、全額一

般財源になるということです。

今回、繰越しということで先ほど御説明したのですが、学校が始まる時期が大体４月の

初め頃になるのですが、どうしても教科書の納期の関係で、学校の始まる時期ぎりぎりに

なるということで繰越しをするということで、今回、御提案をしたものであります。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 川本委員。

委員（川本 円君） 分かりました。更新時期だからという話ですね。

ちなみに、財政課長は答えづらいかもしれませんけど、今、正式に言いますと、デジタ

ル教科書というのは、まだ認められておりませんよね。この前の文科省の作業部会で、２

０３０年度の次期の学習指導要領に向けて検討すべきというふうなことを発表されており

ますので、当然、そのあたりで、また大きな財源を必要とするかと思います。そのとき

は、恐らく一般財源でなくて、国庫支出金を加えての話になると思いますので、特に気に

なるのが、それもデジタル教科書を使うかどうかというのは、教育委員会が最終的に判断

されるということになっております。紙だけでやる場合、紙とデジタルでやる場合、デジ

タルのみでやる場合、その３パターンが想定されるであろうということなのですけど、竹

原市においては、早くから、こういったＩＴをはじめとするデジタルを活用しているとい

うことは、３０年に向けての話を兼ねてやっておられるというふうに解釈してよろしいで

しょうか。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

私も、この補正予算案を提案した後に、今おっしゃられた文科省の方針で、今後、デジ
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タル教科書を教科書として認める方針だというのを確認しております。そういった中で、

今現在は、紙との併用ということで、それを担当の教員が何冊持つかだとか、デジタル教

科書の個数とかを決めて購入しております。

今後、どういった形でやるのかというのは、今現在、私のほうでは確認しておりません

が、どちらにしても、１人１台端末ということで進めておりますので、こういったことが

主流になっていくのではないかというふうに思っております。

それから、もう一点、質疑がありました財源についてでございます。

こちらのほうも、今現在ではっきりとしたことは申し上げにくいですが、国の財源がつ

いたりとか、もしくは地方交付税措置、こういったことになるのではないかというふうに

想定をしております。

以上でございます。

委員（川本 円君） 分かりました、ありがとうございます。

委員長（堀越賢二君） よろしいですか。

委員（川本 円君） はい。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

大川委員。

委員（大川弘雄君） 補正予算の３ページ、防犯カメラ。ここは、委員のほうから大きな

要望があったところで、やっていただいたので大変助かるのですけども、なかなか予算が

つきづらかったのですけども、この地方創生の臨時交付金を使えるようにしていただいた

ということで、よく探していただいて助かります。ぜひ、これからも、こういったことを

活用しながら、極力、全額までといったら、なかなか難しいですよね。９０％ぐらい国が

出してもらえるような有利な財源を活用して、どんどんこういったものを、特に防犯カメ

ラですけども、ほかのことに対しても、ぜひ、そういうふうな体制を取っていただきたい

ということであります。そこに対して御答弁をお願いします。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

このたびの防犯カメラの設置の費用につきましては、国が各地方に交付した重点支援交

付金の一部を活用しております。あわせて、当初予算のほうでも、この防犯カメラの設置

費用を提案させていただいております。

今、委員がおっしゃられましたように、有利な財源はほかにもあると思いますので、そ
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+の都度、そういった財源を使って、どこに優先的に活用していくのか、こういったこと

は、庁内のいろんな会議での協議を含めて話をしていきたいというふうに思います。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 次は５ページです。ＰａｙＰａｙの電子マネーのところですけど

も、大変すばらしいことだと。大分何回かやって効果が上がったというふうに思ってるの

ですけども、ｉＰｈｏｎｅかスマートフォンかを持ってないと使えないということもあっ

て、紙媒体のものも欲しいという意見もあります。そのあたりはどのように考えておられ

ますか。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

確かに、委員がおっしゃられますように、スマートフォンが普及したとは言いながら、

お持ちでない方がおられるということは現に把握しております。この間、紙の媒体で商品

券として実施したこともありますが、有利な交付金を使って進めていくときに、どうして

も紙媒体でいくときに、かなりの事務経費、委託料がかかってきます。こうしたものを、

今回はＰａｙＰａｙということで活用すると、事務費がかなり安価に抑えられて、かつ広

範囲に波及効果が及ぶのではないかというようなことで、今回はこういった手法にしてお

ります。

ただ、今後、場合によっては、今、委員がおっしゃられましたような取組も必要であれ

ば、検討しながら進めていきたいというふうに思っております。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 竹原市民に対する補助的なものという感覚だと、紙媒体のほうがい

いのかなという意見は多いです。ただ、その店にとっての購買力のアップは、外部から来

ていただいても使えますから、そういう点ではＰａｙＰａｙも必要。この辺の割合も考え

ながらでも、両方あったら、市民の方も喜ぶし、商店の方も喜ぶしという方向もありかな

と思ってますので、またよろしくお願いします。

それと、そのＰａｙＰａｙのところですけども、実施期間を書いてますよね。大抵皆さ

ん、この６月１日から６月３０日までやってもらえるのだと思ってる、なぜか。でも、予

算がありますから、途中で終わりますよね。その辺の周知の仕方。２，６８６万円の予定

の金額が全部終われば、そこで終わるということでよろしいですよね。予定期間内でも予
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算がなくなれば終わりなので、早く使ってくださいということでよろしいですか。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

ＰａｙＰａｙの活用につきましては、前回実施したときに、３０％を還元率として１か

月半実施するということにしておりましたが、予算を予想より早く達成したということで

早期に終了したということでございます。

今の予想では、確かに予算がありますが、一定、一般財源も投じている中で事業者とも

調整をして、今提案している予算であれば、何とか１か月できるのではないかということ

で提案をしております。なるべく想定より早く終わることがないようにはしたいと思いま

す。

以上でございます。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） そういう意味で、１回に上限１，０００円みたいなのをつくってる

んだと思うのですけども、いろいろ工夫されていいことだと思いますので、ぜひ、こうい

うことを次からもやっていただきたいと思います。

最後に、７ページなのですけども――今のところも、地方創生という有利な財源を活用

していただいてます。また、７ページの上段ですけども、災害用備品の備蓄整備、これな

んですけども、いろんなところに行って勉強すると、災害のときはトイレがどうしてもネ

ックになるというか、困るというところが相当あるようです。それからすると、スピード

感を持ってやっていかないといけないので、現在の目標備蓄数は書いてますけども、この

補正予算を使ったときに、実際にどれぐらいのものが備蓄されるのかというのは表現でき

ますか。

委員長（堀越賢二君） 危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） 今回のトイレにつきましては、委員おっしゃるように、大

変その整備は大きな課題だと思っております。

今回の簡易トイレにつきましては、一定には、トイレの凝固剤等を使用いたしまして、

施設のトイレの電気を使っての排せつ、こういったものも使っていただくようには整備を

進めております。ただ、一方で、排せつのために要配慮者等が十分にトイレが使えない方

もいらっしゃるので、今回はラップ式のトイレ――これは、排せつ物が、その都度、防臭

ラップで密閉されて、断水時でも衛生的に使用できる、こういったものを整備しようと考
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えております。

これにつきましては、台数を４０台、現在あるものが１２台ございますので、４０台を

目標にしております。これを災害時の１次避難所、そして、災害の規模が大きくなった場

合に想定している２次避難所、ここに各２台ずつ整備していきたいというふうに考えてい

るところでございます。これは現在の計画でございます。

委員長（堀越賢二君） であれば、その目標に、この予算で達成するかというところの質

疑だったように思いますが、それでできるのでしょうか。

危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） 失礼しました。今回の予算で目標数の４０台を達成すると

いうふうに考えております。

以上です。

委員（大川弘雄君） ほかも全部。

危機管理課長（岡元紀行君） はい。

委員長（堀越賢二君） 危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） 今回の整備で、トイレ同様に、パーティションまた簡易ベ

ッドの整備についても計画を進めてまいることにしております。パーティションにつきま

しては、個人のプライバシーの配慮、また要配慮者への対応ということで、各避難所の考

え方は、先ほど申しました１次、そして２次ですけれども、各避難所に各５張を配備して

いきたいと考えております。あわせて、簡易ベッドにつきましては、各避難所に２台。こ

れは段ボールベッドの在庫もございますので、それも合わせて１００台程度の目標にして

いるもので、今回で一定程度の整備が充足できるものと考えております。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 要は、目標備蓄数は確保できるということでいいですね。そうする

と、５か年計画で整備していくということなので、これ以外にも、もっともっと、あと５

年間をかけてやっていくということなのですね。その中にはマンホールトイレなんかがい

いんじゃないか。昔やりましたけど、ああいうのも、下水道が進んできましたので活用で

きるし、移動用のちょっと大きいトレーラーなんかも、今、災害関係ですので地方創生交

付金が使えるようになりましたよね。そういったものも整備していくということになりま

すか。そういう計画はありますでしょうか。
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委員長（堀越賢二君） 危機管理課長。

危機管理課長（岡元紀行君） 今回の整備は、国のほうからの交付金ということではござ

いますが、避難所の環境整備の向上というところを主に交付がされたもので、それに呼応

して対応したものでございます。

当然、今後５年間かけて、食料であるとか飲料水、こうしたものは、毎年、計画的に購

入をして、それぞれの消費期限が切れる前に一定程度の整備を行っていくように考えてお

ります。

また、マンホールトイレにつきましては、施設の更新、こういったものも併せて、そう

いったときに、新たにマンホールトイレを設置できるところにつきましては、下水道担当

課等とも協議しながら検討をしていきたいというふうに考えているところでございます。

そして、最後にトイレカー、トイレトレーラーについては、機動性を持っているという

ことで、これの整備もかなり有効な一つであろうというふうには考えております。ただ、

本市につきましては、まずは、各避難所において基本的なトイレの整備を行っていくとい

うことで、今回は、こういう整備をさせてはいただいておりますけれども、今後、その事

情が必要となる場合については、また検討していくということで、現時点のところで、そ

の整備の予定というものは持っておりません。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 今回の地方創生交付金は補助率２分の１なんで、そんなにおいしい

ものじゃないかなという感覚があるので、もっと９０％を国が出していただけるようなも

のを一生懸命探していただきたい。その中には、移動用トレーラートイレって、トイレを

５台ぐらい積んでますから高いんですよ。それは、中枢都市圏とか隣接の市町と協力しな

がら買って、今の地方創生交付金の考え方だと、それを、災害時でなくしてお祭りに使っ

てもいいんです。そういう点では、花火のときなんか、女性トイレにずらっと並ぶんで、

花火に行きたくないという人もいたみたいですから、そういういろんな活用を含めたら、

今の補助金があるうちに持ってていいのかなと。そういう思いがありますので、ぜひ有利

なものを探していただいて、地方創生をますます多くの市町で共有できるようにしていく

といいんじゃないかなと思うのですけども、各市町の負担が減りますよね。祭りは一日じ

ゃないので、皆さんが使えばいいのでという考え方はどのように思われますか。

委員長（堀越賢二君） 危機管理課長。
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危機管理課長（岡元紀行君） トイレカー等は、災害発生時のみに使用されるだけでな

く、例えば訓練などもありますし、委員がおっしゃったようなイベント時にも活用できる

というところの認識がございます。一方では、高額なというところと、それに係る維持費

というものはネックとなってきているということも併せて認識をしておりますので、今

後、有利な財源といいますか、そういったいいタイミングがありましたときに検討できれ

ばなとは考えていきたいと思ってます。そこは、当然、関係課との調整も必要であろうか

とは思っております。

委員（大川弘雄君） 広域的……。

危機管理課長（岡元紀行君） 広域的な話につきましては、現在、本市の近隣でございま

す三原市、東広島市、こういったところと共有できるように、予算は、そちらの市のほう

で購入いただく予定であるというふうに伺っておりますけれども、いざというときには、

そういう提供というか、一時的にお借りできるようなところは、担当者レベルではござい

ますけれども、そういった分は協力していただきたいというお話はさせていただいており

ますので、今後、そういったところも有効に活用できればと思ってます。

委員（大川弘雄君） 以上です。

委員長（堀越賢二君） ほかに。

先ほどの貸付資金の２２号までやりまして、９号には行かず、暫時休憩に入りたいと思

いますので、この補正のほうは続いて大丈夫です。

時間は大分長くかかりますかね。

委員（道法知江君） かかります。

委員長（堀越賢二君） でしたら、ちょうど１２時になりましたので、補正予算、内容も

たくさんありますので、議事の都合によりまして、１３時まで暫時休憩といたします。

午後０時０２分 休憩

午後１時００分 再開

委員長（堀越賢二君） それでは、会議を再開いたします。

午前中の議案第２０号補正予算について、質疑がある方は、挙手にて一問一答でお願い

いたします。

道法委員。

委員（道法知江君） それでは４ページ、民生費なのですけども、電力等価格高騰対策の

支援事業のところでお伺いさせていただきたいと思います。
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来年度にもまたがる繰越しになると思いますけれども、物価高騰の影響を受けている保

育施設、障害者施設、高齢者・介護等施設など施設数も書いていただいているのですけれ

ども、障害者の支援金で２６施設、介護施設の支援金で６８施設、それぞれ金額が出てお

りますけども、その根拠となった算出方法を教えていただきたいと思います。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） ただいまの質疑でございます。

金額の算出の根拠につきましては、様々な考え方はあるのですが、このたびは、前回算

出した方法と同様にしました。具体的な内容につきましては、様々な施設によっても規模

の大小がございますので、ある一定の施設から実績額を聞き取りしまして、その実績額

と、例えば、令和３年だったと思いますが、そことの差額を算出しました。その影響額に

よって、例えば通所の施設だとか、居宅だとか、そういった形式が様々ありますので、そ

こで上限額を設定しまして、それを各施設にも適用して算出するということにしておりま

す。

以上です。

委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 公平公正でないといけないということと、確かに規模によっても違

いますし、特養とか老健とかの大きな施設と、また、それと別にデイサービスを行ってい

るとか、そういった施設も様々だと思うのですけれども、そういった算出の方法をされて

るということが分かりましたので、公平公正に、いつ、これが支出されるのかというのも

含めて再度お伺いさせていただきたいと思います。

委員長（堀越賢二君） 財政課長。

財政課長（大川真功君） 支出の時期につきましては、説明したとおり、繰越しをして、

令和７年度に入ってということになりますが、もう既に要綱の案は整備しておりますの

で、早い時期に取りかかりたいというふうに考えております。

以上です。

委員（道法知江君） お願いいたします。

以上です。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、議案第２２号貸付資金特別会計補正予算（第
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１号）、こちらのほうで質疑のある方は、順次挙手にて一問一答でお願いをいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、次に参ります。

説明員を入れ替えますので、暫時休憩いたします。

午後１時０４分 休憩

午後１時０９分 再開

委員長（堀越賢二君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。

議案第９号福山市と竹原市との間における連携中枢都市圏形成に係る連携協約の変更に

ついてを議題といたします。

提案者の説明を求めます。

企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） それでは、議案書７ページ、議案参考資料のほうは９ペ

ージとなります。議案第９号福山市と竹原市との間における連携中枢都市圏形成に係る連

携協約の変更について、参考資料に基づいて説明をさせていただきます。

９ページのほうをお願いします。

１、提案の趣旨といたしましては、令和６年３月２８日に福山市と竹原市との間におい

て締結した連携中枢都市圏形成に係る連携協約の変更に関し、福山市と協議することにつ

いて議会の議決を求めるものでございます。

２、連携協約の変更内容についてでございます。

連携協約に基づく具体的取組を定めている第２期びんご圏域ビジョンが今年度で計画期

間の最終年度を迎えることから、第３期びんご圏域ビジョンを策定するに当たり、これま

での取組等を踏まえまして、主に（１）から（３）のとおり、連携内容を変更するもので

ございます。

別表につきましては、議案書の９ページ、１０ページに添えております。

（１）としまして、地域経済の活性化につきましては、多様な人材の活躍や地域産業の

高付加価値化への支援などに取り組むため、（２）都市機能の強化につきましては、引き

続き医療施策の充実や幹線道路網整備促進などに取り組むため、（３）住民サービスの向

上につきましては、災害時の対応力強化や事務の共同化などの検討などに取り組むため、

それぞれ文言の整理をしております。

３、連携協約の変更の施行期日は令和７年４月１日でございます。
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４の根拠法令でございますが、地方自治法第２５２条の２第４項の規定に基づき連携協

約を変更することについて、議会の議決を求めるものでございます。

説明は以上でございます。どうぞよろしくお願いします。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

それでは、これより質疑を行います。

質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

大川委員。

委員（大川弘雄君） 確認です。連携協約の変更というふうになってますけども、どこが

変わったとか具体的に表現していただいていいですか。

委員長（堀越賢二君） 企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） 申し訳ございません、比較する資料はついておりませ

ん。議案書の９ページ、１０ページには、新しく連携協約をするものの別表がついており

ます。

具体的な変更点についてでございますが、先ほど（１）（２）（３）で申し上げさせて

いただきましたが、議案書の９ページのほうを御覧いただけますでしょうか。

９ページの一番左側のところ、取組の一番上に、１、圏域全体の経済成長の牽引、こち

らに１番、それから、その下のほうに２番の都市機能の強化というところがあると思いま

す。

次のページに入りまして……。

もう一度言います。

９ページの表――別表でございます。取組の左端のところに、１、圏域全体の経済成長

の牽引、これが、先ほど申しました（１）の地域経済の活性化の取組の変更のところにな

りますが、具体的には、そこにございます内容のところの（エ）でございます。ここに地

域産業の高付加価値化への取組への支援と、ここの文言の表記が変更となっております。

また、（キ）雇用対策のところに、これまでは圏域の市町が連携し、若者や女性、高齢

者、障害者、外国人などというところだったんですけど、その次に、多様な人材が活躍で

きる職場という、ここの文言が加わっております。

主なところは、そういったところとなっています。

続きまして、２の高次の都市機能の集積・強化のところでございますが、（２）のアの

ところになります広域的な都市基盤の整備のところの３行目になりますが、幹線道路の渋
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滞緩和に向けた取組など、この文言が加わっております。

（３）の医療のところについては変更はございません。

（４）の生活関連機能サービスの向上のところでございますが、こちらにつきまして

は、（２）の暮らしを支えるネットワークの構築のところのアのところにあります最後の

行、災害時の対応力強化、ここのところの文言が追加されております。

それと、同じく（２）のウの行政サービスの向上のところでございます。こちらのほう

に、下から３行目になりますが、仕組みづくりの次に、公共施設の共同利用、事務の共同

化の取組など行政サービスの維持向上のための事務効率化や人材確保という文言が追加さ

れております。

そのほかにも文言整理をしているところがございます。また、一番右側、竹原市の役割

分担及び費用負担のところで、必要に応じて事務実施に係る費用を分担するというところ

が入っている箇所と入っていない箇所があったということで、ここのところを統一の表記

ということで文言を整理させていただいております。

以上が変更点となります。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） 備後圏ですから、福山市が中核ということでやっていくのですけど

も、内容的には、どうしても福山市を中心とした考え方になってくるのは仕方ないと思い

ますけども、その中の１市町の竹原の部分も、多少、災害のところとか、ちょっと強化さ

れてたので、いい方向でないかと思います。

今、連携中枢都市圏ということで、広島市だったり呉市と、今、福山市ですよね。これ

と一緒にやってるのですけども、福山市と連携するということで、福山市のほうに移っ

て、呉市のほうから外れたのかという思いの人もおられて、連携中枢都市圏という考え方

が３つ入ってることが、どういう意味なのかというのが分かりづらいところがあるみたい

なので、それは僕らが説明して歩けばいいのですけども、そういういろんなところと連携

する。特に、どっちかというと、近隣の三原市、東広島市というところが、どうしても隣

ですから、そことの連携が大事になってくると思うのです。

この間、福山市の枝広市長のところに、福山市の２号線の渋滞緩和のためにということ

で、今榮市長と一緒にお手伝いに行きましたけども、それも大事なのですが、こっちのほ

うのこともやってもらわないといけないので、その辺の連携は、広島市とも、呉市とも、

福山市とも協力しながらやっていただきたいと思います。
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というのが、今、どちらかというと、近隣市町で人口の奪い合いみたいになってるんで

すよ。竹原市から東広島市に出ていくしみたいな、近くで住みよいのが見えるみたいなと

ころがあるので、そういうのでなくて、みんなで協力しながら、広域で今から生きていか

ないといけないので、そういうのをもっともっと表現していただいて、特に今回出た雇用

の問題とか、昔だったら、忠海からは帝人・三菱に通ってましたから、そういった竹原市

内だけの雇用というのはなかなか難しいのですけども、東広島に行ったり、三原に行った

りということもありますから、その辺は連携を十分に密にしておかないと難しい問題が出

てくると思いますので、ぜひ、そのあたりも含めて、こういうことをどんどん進めていた

だきたいと思います。どのような方向性をお持ちでしょうか。

委員長（堀越賢二君） 企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） 広島市を中心とした広島広域都市圏、それから呉市を中

心とした広島中央地域連携中枢都市圏、そして、先ほど申しました福山市を中心とした備

後圏域連携中枢都市圏の３つに加入しております。それぞれの特徴もありますし、それぞ

れの市町とのつながりということもありますので、そういったことは大事にして、引き続

きスケールメリットを生かした取組ができるように努めてまいりたいと考えております。

よろしくお願いします。

委員長（堀越賢二君） 大川委員。

委員（大川弘雄君） こういう考え方は広島から始まったのですけども、広島市の都市圏

に入ってから大分時間がたちましたね。ただ、個別の竹原に対してスケールメリットがあ

ったかというと、あまり見えない部分が多かったんです。呉市も割と遠いので、難しいと

ころはあったのですけども、福山市は三原市が入ってますし、上は西条も入ってるのか

な。その辺を考えながら、うちなんかあれじゃないですかね、斎場か、もう古くなった施

設なんかもあるし、そういうのは、建て替えるのか、修理して使うのかというのは今から

出てくると思います。それも含めて、全てを一つの市で賄わずに、そういった施設も協力

して、例えば本郷からだったら、竹原のほうが近いかもしれないし、割と山の中にありま

すが、便利はいいところもあるらしいので、そういう難しい施設なのですけども、広域で

やっていくという考え方にも今からは進んでいく方向にあるのでしょうか。

委員長（堀越賢二君） 今回の議案第９号に関しては、変更というところでありますの

で、連携の今後の展開とか、そういう部分については、この議案の中での範囲内で答弁で

きれば、その答弁をお願いいたします。
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企画部長。

企画部長（國川昭治君） 今後の協約変更における展開ということでございますけれど

も、人口減少、また、本市においても、インフラ等が老朽化等もしております部分もござ

いますので、各市町が持った資源をお互い生かしつつ、住民生活を支えていくというのが

今後の課題になってくるかと思います。

先ほども斎場という事例を挙げていただきましたが、実際に本市においても、三原市の

斎場を利用されている方もございます。そういうことで、お互いの市町が持った資源を融

通しながら、今後、広域的に住民生活を支える取組が必要かと思いますので、今回、協約

変更ということで災害等を含めていただいておりますけれども、そういった観点から連携

をしっかり取りながら、広島・呉・福山それぞれ特徴がございますので、それぞれの特徴

に応じた連携の取組をしてまいりたいと思います。どうぞよろしくお願いをします。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

道法委員。

委員（道法知江君） 教えていただきたいのですけど、今回は変更をというところになる

と思いますが、（１）の多様な人材の活躍や地域産業の高付加価値化への支援、地域経済

の活性化に取り組むというところがあるのですが、今回、ブランド戦略セミナーを１月２

０日、会議所で行ってるし、また、フクビズの出張相談ですか、それも市役所のほうで２

月３日に行われている。この結果、分かる範囲で結構なのですけども、教えていただきた

いのですけど、こうやって産業振興にとって、今から戦略をつくっていこうというのは既

にやっていて、さらに変更とされるということも含めて御答弁いただければありがたいな

と思います。

委員長（堀越賢二君） 企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） まず、フクビズでしておりますセミナーの実施状況でご

ざいます。１月２０日に本市でフクビズのプロジェクトマネジャーさんによるブランド戦

略セミナーというものを開催いたしました。こちらのほうの参加者は１２名と聞いており

ます。

また、フクビズのプロジェクトマネジャーによる出張相談会というものを２月３日に実

施しております。こちらのほうは、予約制で５枠設けておりまして、そのうち３件の相談

があったと聞いております。

以上でございます。
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委員長（堀越賢二君） 道法委員。

委員（道法知江君） 市内だけではなく、こういった連携をしていくと、いろんな情報と

いうのは幅広く投入できるのかなということを感じております。であるなら、このように

やっていっているのにかかわらず、文言のことにはなるかなと思うのですけど、なぜ

（１）の変更が必要とされるのかということを、もう少し詳しく教えていただければなと

思います。また、さらに何かが進むのかなという感じがするので、教えていただければと

思います。

委員長（堀越賢二君） 企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） これまでの取組をさらに進めていくということでの文言

整理、また追加となっております。

（１）のところでございますが、（４）の高付加価値化への支援ということで、すみま

せん、先ほど説明が漏れていたのですけど、脱炭素化の取組といったことも加わっており

ます。資源の循環、地域資源と脱炭素化のモデル事業というものも実施される予定となっ

ておりまして、そういったことですとか、雇用につきましては、多様な人材ということ

で、どこの市町も外国人の方が増えてきているというところもありまして、そういったと

ころの雇用だったり生活の課題というところがありますので、そういったところに取り組

むということでの変更となっております。

委員（道法知江君） ありがとうございます。

委員長（堀越賢二君） ほかに質疑はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 資料の９ページですか、先ほど３点の連携協約の変更内容の説明が

ありました。それで、自治法上の根拠は、連携協約というのは、この９ページにあるよう

に、できる規定といいますか、義務規定でなくて、できる規定ということでありまして、

特に、先ほど３つのことが変更内容でしたという御紹介があった部分ですけど、大変気に

なるのは、地域の経済活性化の問題は、先ほど意見もありましたけれども、都市機能の強

化とか災害時の対応力ということで、一番心配なのは、連携という名の下に、例えば備後

では福山が中心になって、竹原市そのものが、そういった市民サービスが実質的に弱まる

のではないかというのが気になるところなんですね。

ですから、住む人から見たら、竹原市の魅力というのは、経済とか医療とか災害時の対

応とか、今説明があった分でも、ただ、ここまでは竹原市で絶対確保するよというような
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考え方があって、あとは拡充とかいろんな連携が必要なところもあるんでしょうけれど

も、だから、そこがないと、できる規定だけど、だんだんだんだん広がってしまって、竹

原には人が住む魅力が消えてしまうのではないかということがありますよね。そこらが心

配なわけで、そこの歯止めは、こういうことをぴしっとやったら大丈夫なんだよというの

があれば聞かせていただきたい。

委員長（堀越賢二君） 企画部長。

企画部長（國川昭治君） まず、本市におきまして様々な行政サービスに取り組んでいく

ということは、行政としての責任と考えておりますが、そうはいいましても、インフラの

老朽化や専門人材については、そういった部分では、本市の規模では不足している部分も

ございますので、そういった様々な他市がお持ちの資源を活用しながら、現在の行政水準

をさらに高めていくという意味では、広域連携というのは大きなメリットがある、効果が

あるかと考えておりますので、現在の市内の行政サービス水準は維持しながらも、さらに

周辺の資源を活用して行政サービスの向上に努めていきたいということで考えております

ので、よろしくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） 松本委員。

委員（松本 進君） 具体的に言ってないけど、再確認したいのは、例えば災害時の対応

の分で消防力のことをさっきも言ったのですが、現在ある、例えば地域ごとに、こういう

核になる消防力というのですかね、忠海とか、竹原とかあって、それがやっぱり、どうし

ても老朽化を含めて、色々大変だということもあるのですけれども、しかし、それが竹原

市の今の消防力といいますか、そういった面から見たら、こういう距離とか、特に消火活

動、火災が発生した場合は、どうしても距離が短時間で行くことがどうしても必要だとい

う点から見たら、ただ老朽化しているから、そういう連携協定で地域と広域的な分で対応

できるのかなというのが、私、大変疑問に思ってるのですね。ですから、そこなんかはも

う少し、確かにお金がいることだけれども、地方自治といいますか、そこを大切にしない

といけないということだったら指摘したいなと思いますけど、その考えがあれば。

委員長（堀越賢二君） 竹原市独自でもしっかりやっているという前提であるとは思いま

すが、どういう答弁になりますかね。竹原市のを今以上に充実させながら、連携していく

部分のところで、しっかりと内容を濃くしていくということではあるとは思うのですけれ

ども、それを踏まえてそうならそうですと答弁をいただきたいと思います。

企画部長。
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企画部長（國川昭治君） 連携をするからといって、市の水準を下げるということではな

しに、市の行政サービスを高めながらも、さらに広域連携でもって高めていきたいという

ことで取り組んでまいります。よろしくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） 松本委員。

委員（松本 進君） 指摘したいのは、先ほどインフラなんかの老朽化というのがどうし

ても出てきているから、それは竹原市の課題なのですけれど、だから、それがあるから心

配であって、常備消防力とか、そういう施設の整備なんかは、ぜひ、そこは強化しながら

連携を取るということで指摘しておきます。

委員長（堀越賢二君） 答弁はいただきましたので、答弁は結構です。

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、ここで委員による質疑を一旦保留とし、暫時

休憩いたします。

説明員は退室を願います。

午後１時３２分 休憩

午後１時３３分 再開

委員長（堀越賢二君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。

それでは、委員及び委員外の方で、会議規則第１１７条第１項及び第２項の規定に基づ

き、委員外議員の出席要求または発言の申出がある方はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） なしと認めます。

それでは、ここから付託議案に関して委員間討議を行ってまいります。

これまでの議案説明、質疑、答弁を踏まえ、付託議案に対する意見、今後の審査の方向

性など発言がある方は、挙手にてお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、以上をもって本委員会への付託議案に対する

質疑を終結いたします。

説明員を入室させますので、暫時休憩いたします。

午後１時３４分 休憩

午後１時３５分 再開
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委員長（堀越賢二君） 休憩を閉じて会議を再開いたします。

これより本委員会への付託議案について、議案番号順に、順次、討論、採決に入りま

す。

議案第９号福山市と竹原市との間における連携中枢都市圏形成に係る連携協約の変更に

ついて、これより討論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 私は、議案第９号に反対をしておきたいと思います。

委員長（堀越賢二君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。着席ください。

起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

続きまして、議案第１２号竹原市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案、

これより討論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第１３号竹原市税条例及び竹原市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例案について、これより討論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。
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委員（松本 進君） 私は、議案第１３号に反対します。

委員長（堀越賢二君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第１４号竹原市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について、これより討

論に入ります。

討論はありませんか。

松本委員。

委員（松本 進君） 私は、議案第１４号に反対をします。

委員長（堀越賢二君） ほかに討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立多数であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第１５号竹原市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を改正

する条例案について、これより討論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕
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委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第１９号竹原市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び竹原市職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例案について、これより討論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第２０号令和６年度竹原市一般会計補正予算（第８号）について、これより討論に

入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

議案第２２号令和６年度竹原市貸付資金特別会計補正予算（第１号）について、これよ

り討論に入ります。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） これをもって討論を終結いたします。

これより起立により採決いたします。

本案は原案のとおり決することに賛成の方の起立を求めます。

〔賛成者起立〕
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委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

起立全員であります。よって、本案は原案のとおり可決されました。

当委員会に付託されました議案は全て議了いたしました。

この際、お諮りいたします。

ただいま議決しました本委員会への付託案件に対する委員会報告書につきましては、本

日の議決結果を報告することといたします。また、本会議での委員長報告の内容につきま

しては、委員長に御一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） 御異議なしと認めます。よって、そのように決しました。

また、あわせて議決事件の字句等の読み間違いにつきましては、後刻、委員長において

調整いたしますので御了承願います。

説明員は退室していただいて結構です。ありがとうございました。

それでは、その他事項に移ります。

説明員入替えのため、暫時休憩いたします。

午後１時４１分 休憩

午後１時４２分 再開

委員長（堀越賢二君） それでは、休憩を閉じて会議を再開いたします。

企画部から報告事項があるとのことなので、これを受けたいと思います。

企画部長から発言の申出がありましたので、これを許可いたします。

企画部長。

企画部長（國川昭治君） 議案審議でお疲れのところ、少しお時間をいただきまして、令

和７年度の組織体制につきまして御報告をさせていただきたいと思います。

こちらにつきましては、企画政策課長のほうから説明させていただきます。どうぞよろ

しくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） 企画政策課長。

企画政策課長（宮川ゆかり君） それでは、資料の令和７年度組織体制についてを御覧い

ただけたらと思います。

令和７年度の組織体制について御説明をさせていただきます。

こちらの資料は、当初予算のプレス発表に併せて、令和７年度の組織体制について説明

をさせていただいた資料と同じものになります。
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１ページめくっていただきまして、令和７年度の組織体制でございます。

第６次総合計画後期基本計画のスタートの年である令和６年度において、部や課を再編

する大規模な組織改正を行ったところでございますので、令和７年度におきましては、現

行の組織体制によりまちづくりを進めてまいります。

続きまして、次のページを御覧ください。

人口減少対策施策の推進体制についてでございます。

人口減少対策を全庁的に推進するため、今年度設置した人口減少対策推進本部を核とし

て、引き続き全庁一丸となって人口減少対策を推進してまいります。

あわせて、今年度、竹原商工会議所と人口減少対策に取り組むため、合同で地域活性化

連携会議を設置し、官民一体となった人口減少対策施策の取組を進めており、令和７年度

においても引き続き連携し、さらに取組を進めてまいります。

加えて、今後は、市、竹原商工会議所だけでなく、竹原に関わる多くの関係者と連携

し、人口減少対策をオール竹原の取組へと発展させてまいりたいと考えております。

人口減少対策の取組の方向性といたしましては、若者への取組として、竹原を好きにな

り、残りたい、戻りたい人を増やすことが定住の基本になると考えており、そのため、幼

少期から竹原を好きになってもらうこと、竹原のライフスタイルのよさを伝えること、さ

らには、残りたい、戻りたいと思った際に戻れる環境を用意するといった連続性を持った

取組が重要であります。

令和７年度につきましては、これまで推進してきた施策に加え、特に若者が戻れる環境

を用意する事業に重点的に取り組む中で、若者の定住に向けた取組を一層加速してまいり

たいと考えております。

続きまして、次に、その他の行政課題への対応について御説明をいたします。

本年１月に新庁舎への移転が完了しましたが、新庁舎跡地とその周辺地域に図書館を含

む複合施設を整備する取組につきましては、公共施設再配置等検討プロジェクトチームを

中心に、市民を交えながら引き続き検討を進めてまいります。

下のところになります。

流域治水対策の推進に係る組織体制についてでございます。

令和４年度に本市と広島県で策定した本川流域水害対策計画に基づき、流域一体となっ

た流域治水に取り組んでいるところでございます。引き続き流域治水対策を市民を交えな

がら国・県とも連携する中で、河川等からの溢水、越水による被害を未然に防止し、早期
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に地域の安全性の向上を図り、市民の安心・安全を目指してまいります。

続きまして、次のページを御覧ください。

行政課題への対応の②でございます。

最後に、ＤＸ施策の推進に係る組織体制について御説明いたします。

ＤＸを全庁的に推進するため設置しております竹原市ＤＸ推進本部を核として、デジタ

ル・トランスフォーメーション推進方針に基づき、デジタル技術やデジタルデータの活用

によるＤＸの取組をさらに加速させ、行政サービスの利便性の向上や地域課題の解決を図

ってまいります。

加えて、東京大学デジタル空間社会連携研究機構と連携し、行政、事業者、市民団体等

が参画するデジタル竹原研究会を昨年１１月に設置しており、本研究会とも連携する中

で、デジタルデータの活用により人口減少から生じる地域課題の解決に鋭意取り組んでま

いります。

令和７年度におきましても、行政課題への適切な対応や人口施策の着実な実施に向け、

効率的で普遍的な組織体制により、全庁一丸となって取り組んでまいりたいと考えており

ます。

説明は以上です。どうぞよろしくお願いいたします。

委員長（堀越賢二君） ありがとうございます。

ただいまの説明に対し質疑のある方は、順次挙手により一問一答でお願いいたします。

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） それでは、説明員は退室していただいて結構です。ありがとうご

ざいました。

それでは、閉会中の継続審査の申出についてでありますが、次回定例会までの間、当委

員会として集中的に継続調査を行わなければならない事件として、別紙のとおり申し出る

ように考えております。

委員の方で、継続審査・調査について御意見等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようでしたら、別紙のとおり議長に申し出ることに対し、御

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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委員長（堀越賢二君） 御異議なしと認めます。よって、そのように決定いたしました。

以上で本日の予定は終了いたしました。

その他、委員のほうから何かございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

委員長（堀越賢二君） ないようですので、以上をもって総務文教委員会を閉会いたしま

す。

皆さん、ありがとうございました。

午後１時５２分 閉会


